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1．はじめに 

水害統計 1)によると，2006年から 2013年における一般

資産被害額に占める内水氾濫の割合が，全国では 42%で

あるのに対し，東京都で 63.0%，愛知県で 85.0%，大阪府

で 96.5%と大都市で大きくなっている．このように，近年

の日本の都市で発生する水害は内水氾濫が中心となって

おり，効率的な治水政策を行うためには内水氾濫が頻発

している区域の特性を解明することが必要不可欠である． 

内水氾濫頻発区域の特性に関しては多くの既往研究が

ある．村山ら 2)，福嶋ら 3)は水害統計を用いて内水氾濫に

脆弱な地域を選択し，内水氾濫に脆弱となった過程を明

らかにした．しかし，水害統計では実際に浸水した地域

をミクロなスケールで空間的に知ることができない．ま

た，これらの研究は個別地域に限定して解析を行ってい

るが，内水氾濫頻発区域が普遍的に持つ特性を解明する

ためには，都市域全域を対象とした広いスケールで解析

を行う必要がある．さらに，内水氾濫頻発区域の特性を

解明するためには，より詳細なスケールでの内水氾濫頻

発区域を抽出する必要がある．しかし，大都市全域を対

象とした広いスケールにおける内水氾濫頻発区域の分布

は未だわかっていない．一方，梯ら 4)はそれまでの研究で

使われたことの無い水害区域図を用いることで全国の外

水氾濫常襲地を抽出し，その形成メカニズムを解明する

ことに成功した． 

そこで，中口ら 5)は梯ら 4)に倣い水害区域図を用いるこ

とで，東京 23区，名古屋市，大阪市における内水氾濫頻

発区域の分布を明らかにし，大阪市における内水氾濫頻

発区域の特性を解析した．さらに本研究では，東京 23区，

名古屋市における内水氾濫頻発区域の特性を解析し，都

市の違いによる特性の差異について解析した． 

2．内水氾濫頻発区域の地理的分布特性 

国土数値情報 6)より「低位地帯データ」を入手し，内水

氾濫頻発区域の分布と比較した．ここで，低位地帯とは，

「周辺よりも土地の標高が低く凹んでいる地域であり，

多くの場合には自然排水が困難な排水困難地域であるな

ど，内水氾濫が想定される地域」を意味する．低位地帯お

よび内水氾濫頻発区域の分布を図-1に示す．  

結果より，東京 23区では 48区域（75%），名古屋市で

は 66区域（61%），大阪市では 50区域（71%）が低位地

帯とは一致しなかった．よって，対象地域における内水

氾濫頻発区域は，本来水が溜まりやすいとされている地

域以外にも分布していることがわかった．このことから，

内水氾濫頻発区域の分布に関わる要素は，自然地形以外

の要素にも存在することが示唆された． 

3．内水氾濫頻発区域の人為的分布特性 

対象地域の内水氾濫頻発区域において，内水氾濫の発

生年がどのように推移したかを求めた．各内水氾濫頻発

区域において 1993~2012 年の 20 年間の内，後半 10 年間

で内水氾濫が発生した回数から前半 10 年間で内水氾濫

が発生した回数の差を求めた．結果を図-2に示す．内水

氾濫頻発区域と定義した内水氾濫発生回数の関係から，

東京 23区では比較結果の値が 1以上を赤，0を青，-1以

下を緑で示し，名古屋市と大阪市では 2 以上を赤，-1~1

を青，-2以下を緑で示した．すなわち，赤は後半 10年間
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内水氾濫頻発区域

図-1：低位地帯と内水氾濫頻発区域の分布（左：東京 23区，中央：名古屋市，右：大阪市） 
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で内水氾濫が多く発生している区域，青は 20年間を通し

て継続的に内水氾濫が発生している区域，緑は前半 10年

間で内水氾濫が多く発生している区域を意味する．結果

より，緑の区域については東京 23 区で 52 区域（81%），

大阪市では 64区域（91%）と区域数が多いのに対し，名

古屋市では 8区域（7%）と少ないことがわかる．内水対

策の事例として，2000年に大阪市南部で完成したなにわ

大放水路を取り上げる．なにわ大放水路は 1984年に着手

され，16年後の 2000年に完成した大規模放水路である．

大阪市南部における，内水氾濫が発生した内水氾濫頻発

区域の区域数の時系列推移を図-3に示す．ここで，大阪

市南部とは浪速区，天王寺区，生野区，西成区，阿倍野区，

住之江区，住吉区，東住吉区，平野区を指す．ただし，一

部の内水氾濫頻発区域はなにわ大放水路との間に河川が

存在しているため除外した．図-3より，2000年を境にし

て内水氾濫の発生区域数が大幅に減少していることがわ

かる．この例にあるように，緑で示した区域は内水氾濫

対策によって内水氾濫による被害を軽減できていると考

えられる．よって，東京 23 区と大阪市では後半 10 年間

の間で内水氾濫対策が進んでいるが，名古屋市では後半

10年間では内水氾濫対策が進んでいないことが推察され

る．また，青の区域について，東京 23区では 5区域（8%），

名古屋市では 42区域（39%），大阪市では 5区域（7%）

であったことから，20年間を通して継続的に内水氾濫が

発生している区域は多くないことがわかった．よって，

内水氾濫頻発区域を要素解析する際に，時間とともに変

化する要素，すなわち人間活動によって変化する要素に

ついては時系列的に解析をする必要があるといえる． 

4．結論 

本研究から，以下の結論を得た． 

1） 内水氾濫頻発区域は自然地形的に水が集まり易い低

位地帯でない地域にも多く分布していた． 

2） 内水氾濫の発生区域分布は時間の経過とともに変化

しており，都市によってその特性は違うものであっ

た． 
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図-2：各内水氾濫頻発区域における“(2003～2012年の発生回数) - (1993～2002年の発生回数)”の値 

（左：東京 23区，中：名古屋市，右：大阪市） 

図-3：大阪市南部の内水氾濫頻発区域における 

内水氾濫発生回数の推移 
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